
庁 議
日時：４月２１日（火）AＭ９：００～ ＜庁議室＞

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【市長挨拶】

【報告事項】

1. 損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について 総務部長

2. 太田市市税条例の一部を改正する条例及び太田市都市計画税条例 総務部長

の一部を改正する条例についての専決処分について

3. 太田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例についての専決 健康医療部長

処分について

4. 損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について 都市政策部長

5. 損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について 教育部長

【連絡事項】

1. 令和８年度「県選出等国会議員への要望」について おおた未来戦略部長

2. 「災害時におけるキッチンカーによる炊き出し等の実施に関する 総務部長

協定」締結について

3. 令和８年度公共下水道の供用開始について 都市政策部長

【その他】

1. ５月臨時会及び６月定例会日程表について 議会事務局長

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

◆次回庁議予定◆ ５月８日（金）AＭ９:００～ ＜庁議室＞ ・案件名報告：４月２２日（水）PM5:00
・資 料 提 出：４月２７日（月）PM5:00



　４月２１日　庁議提出案件　　　　　　　　　　　資料No.  1  
●内　容　【　2.報告事項　　】 
○公　開　【　1.可　】 
○公開時期【　2.委員会・委員会協議会後　】 
 

　　　　　　　　　　　　　　総務部長　氏名　富田　智幸　内線２３００　 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

 

　　損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について 

 

【 目 的 】 

 

　　太田市本町地内の三丁目集会所駐車場の敷地内において発生した事故に関し、損害賠償の

額を定め、和解することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１

項の規定により専決処分したことを報告するものです。 

 

【 概 要 】 

１　三丁目集会所駐車場の敷地内において発生した事故による損害賠償表 

 

２　本件に関し、市と相手方との間には、上表に記載のほか、一切の債権債務関係がないこ 

　とを相互に確認しました。 

 

３　損害賠償の支払い　全国市長会　市民総合賠償補償保険にて対応しました。 

 

　４　その他　地方自治法第１８０条第２項の規定により、令和８年５月委員会協議会あてに 

報告します。 

 

【 備 考 】 

＊　問い合わせ先　総務部　管財課　管財係　内線２３８１　４７－１８２２　ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ

 
専決処分日

損害賠償額 

（損害額）

過失 

割合
事故概要

 

1 令和8年3月13日
243,196円 

（243,196円）
10割

令和８年１月１１日、太田市本

町２８番７号地内の三丁目集会所

駐車場において、敷地内のサクラ

の木が強風にあおられた影響で枝

の根元が割れ、折れた枝が当該木

の下に駐車していた車両を直撃し

たことにより、当該車両のルーフ

及びボンネットを損傷し、その所

有者である相手方に損害を与えた

もの。



 

 

  ４月２１日  庁議提出案件           資料No.２    
●内 容 【 2.報告事項  】 

○公 開 【 1.可     】 

○公開時期【 1.庁議後   】 

 

              総務部長 氏名 富田 智幸   内線（TEL）2300  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

太田市市税条例の一部を改正する条例及び太田市都市計画税条例の一部を改正する条例

についての専決処分について 

 

【 目 的 】 

地方税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）が令和８年３月３１日に公布さ

れ、令和８年４月１日から施行されることに伴い、条例の一部改正が必要になったため、地

方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、太田市市税条例の一部を改正する条例及び太田

市都市計画税条例の一部を改正する条例について専決処分を行ったものです。 

 

【 概 要 】 

Ⅰ 太田市市税条例の一部を改正する条例 

 

１  市民税関係 

(1)  所得割の課税標準（第３３条） 

納税義務者が自己の同族会社である法人との合計で株式等の保有割合が３％以上

となる内国法人から支払を受ける際の配当等について、特定配当等に含め、所得税の

源泉徴収と同様、住民税についても特別徴収とすることによる所要の措置を図る改正

です。 

(2) 個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除等（附則第７条の３） 

所得税の基礎控除の引上げに伴い、居住年が平成２８年から令和７年までの各年で

ある場合に係る控除限度額の計算で用いる所得税の課税総所得金額等について、前年

分の所得税に係る基礎控除額から４８万円を控除した額を加算する措置とする改正で

す。また、ふるさと納税に係る特例控除額の算定について、従来、課税所得金額から

人的控除差調整額を差し引いた額としていたところ、所得税の基礎控除から４８万円

を控除した額を減算する措置とする改正です。なお、附則第７条の３の改正に伴い、

第７条の３の２、第８条、１６条の３、１６条の４、第１７条、第１８条、第１９条、

第２０条、第２０条の２及び第２０条の３について、文言等の所要の整備を行います。 

 (3) 肉用牛の売却による事業所得の特例（附則第８条） 

国産牛肉の安定的な供給を図ることを目的に、肉用牛の売却において一定の要件を

充たすことで住民税が免除される制度につき、その適用期間を３年間延長し令和１２

年度までとする改正です。  

 



 

 

(4) 土地等の譲渡による長期譲渡所得の特例（附則第１７条の２） 

優良な住宅地の供給と公的土地取得の円滑化を図ることを目的に、優良住宅地の造

成等のために土地等を譲渡した場合において一定の要件を充たすことで住民税が軽減

される制度につき、その適用期間を３年間延長し令和１１年度までとする改正です。 

 

２  軽自動車税関係 

 

(1)  軽自動車税の環境性能割を廃止し、現行の種別割を軽自動車税とするほか、所要の規   

定を整備するものです。 

【種別割を軽自動車税に置き換える改正】 

第１８条の３（納税証明事項）、第８２条（税率）、第８３条（賦課期日及び納期） 

    第８５条（徴収の方法）、第８６条（納税通知書）、第８８条（不申告等にかかる過      

        料）、第８８条の２（課税免除）、第８９条（減免）、第９０条（身体障害者等に対

する減免）①②④⑤、第９１条（原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の交付等）

②⑦、附則１６条の２（賦課徴収の特例） 

【条項の削除】 

第８０条（納税義務者等）②、第８１条（みなす課税）③④、第８１条の３～８（課

税標準、税率、徴収の方法、申告納付、不申告等に関する過料、減免）、附則第１５

条の２（日本赤十字社の所有する３輪以上の軽自動車に対する非課税の範囲の特例）、

附則第１５条の２の２（賦課徴収の特例）、附則１５条の３（減免の特例）、附則１

５条の４（申告納付の特例）、附則第１５条の５（徴収取扱費の交付）、附則第１５

条の６（税率の特例） 

【条項の一部改正】 

第１９条（納期限後に納付し又は納入する税金又は納入金に係る延滞金）、第８０条

（納税義務者等）、第８１条（みなす課税）、第８７条(申告又は報告)、附則第１６

条（税率の特例）① 

(2)  税率の特例（附則第１６条（税率の特例）②③④） 

  グリーン化特例(軽課)期限の延長等の改正を行うものです。 

・ 電気自動車等の７５％軽減を２年延長の令和１０年３月３１日取得分までとするも

の。（第２項） 

・ ５０％軽減対象のガソリン車等は令和８年３月３１日取得分に限り適用とするもの 

（第３項） 

・ ２５％軽減対象のガソリン車等は令和７年度末の終了に伴い削除するもの(第４項) 

 

３  固定資産税関係 

 

(1)  課税標準の特例（附則第１０条の２） 

引用する地方税法附則第１５条第２５項の改正により、再生可能エネルギー発電設

備に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、ペロブスカイト太陽電池及び洋

上風力発電設備に係る特例率を拡充するなどの大幅な見直しが図られ、わがまち特例

による特例率を新たに定める必要が生じたため、関係する項を削除するとともに、同



 

 

条の改正により生じた項ずれを反映するものです。 

また、引用する同条第６項（ＪＲ貨物が取得した新規製造車両にかかる特例）が削

除されたことによる項ずれを反映するものです。 

(2)  新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者がすべき申

告（附則第１０条の３） 

     引用する地方税法附則第１５条の１１第１項の改正（劇場や音楽堂等に限らず幅広

い用途の特別特定建築物について、バリアフリー改修工事を行った際に減額措置を適

用）により、語句の修正を行うものです。 

また、引用する同法施行令附則第１２条の改正（高規格堤防の整備事業用地に建築

された家屋に係る規定の新設）により生じた項ずれを反映するものです。 

 

４ 施行期日 

    令和８年４月１日 

 

Ⅱ 太田市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

１   都市計画税関係 

(1)  課税標準の特例 （附則第４項、第５項、第６項及び第１７項） 

引用する地方税法附則第１５条第６項（ＪＲ貨物が取得した新規製造車両にかかる

特例）が削除されたことによる項ずれを反映するものです。 

 (2) 改修実演芸術公演施設に対する都市計画税の減額に係る申告（附則第７項） 

引用する地方税法附則第１５条の１１第１項の改正（劇場や音楽堂等に限らず幅広

い用途の特別特定建築物について、バリアフリー改修工事を行った際に減額措置を適

用）により、語句の修正を行うものです。 

 

２   施行期日 

      令和８年４月１日 

 

Ⅲ その他 

令和８年５月臨時会に議案を報告します。 

 

【 備 考 】 

 問い合わせ先    総務部 市民税課 諸税係         内線2391 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ47-1931 

資産税課 管理・償却資産係  内線2361 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ47-1933 



４月２１日 庁議提出案件 資料No.３
●内 容 【 2.報告事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 3.その他（臨時会終了後） 】

健康医療部長 氏名 大沢 英利 内線 3400

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

太田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例についての専決処分について

【 目 的 】

地方税法施行令等の一部を改正する政令（令和８年政令第８３号）が令和８年３月３１日

に公布され、令和８年４月１日に施行されることに伴い、太田市国民健康保険税条例の関係

条文について、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分を行ったものです。

【 概 要 】

１．改正内容

①国民健康保険税課税限度額の引き上げ（第３条第２項及び第５項、第３２条第１項の改正）

基礎課税額に係る課税限度額を６７万円（現行６６万円）に引き上げ、子ども子育て支援

納付金課税額に掛かる課税限度額を３万円（現行は地方税法施行令に定める額）とし、国民

健康保険税課税額の限度額を１１３万円（現行１０９万円）とするものです。なお、後期高

齢者支援金等課税額の限度額２６万円と介護納付金課税額の限度額１７万円は、据え置きで

す。

②国民健康保険税の減額対象となる所得基準の見直し（第３２条第１項第２号、同第３号の

改正）

国民健康保険税の減額の基準について、５割減額の対象となる所得の算定において、被保

険者の数に乗ずべき金額を３１万円（現行３０万５，０００円）に、２割減額の対象となる

所得の算定において、被保険者の数に乗ずべき金額を５７万円（現行５６万円）にそれぞれ

引き上げるものです。

２．施行期日 令和８年４月１日

３．適用区分 改正後の太田市国民健康保険税条例の規定は、令和８年度以後の年度分の国民

健康保険税について適用し、令和７年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例

による。

４．その他 ５月臨時会に議案を提出します。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 健康医療部 国民健康保険課 保険係 内線2565 47-1825 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ



４月２１日 庁議提出案件 資料No. ４
●内 容 【 2.報告事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

都市政策部長 氏名 山本 和幸 内線（TEL）２８００

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について

【 目 的 】

市道において発生した事故に関し、損害賠償の額を定め、和解することについて、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分したことを報告す

るものです。

【 概 要 】

１ 市道において発生した事故による損害賠償表

２ 本件に関し、市と相手方との間には、上表に記載のほか、一切の債権債務関係がないこと

を相互に確認する。

３ 損害賠償の支払い 三井住友海上火災保険株式会社道路賠償責任保険にて対応しました。

４ その他 地方自治法第１８０条第２項の規定により、令和８年５月委員会協議会あてに

報告します。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 都市政策部 道路整備課 管理係 内線 2711 ４７－１８３５ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ

専決処分日
損害賠償額

(損害額)

市過失

割合 事故概要

１ 令和8年3月18日 7,240円

(14,480円)

５割 令和７年１２月１２日、太田市新田小金町５番

４４９上の市道において、相手方が運転する相

手方所有の乗用車が東進中に、当該市道上の舗

装穴を通過した際、当該舗装穴に左前輪のタイ

ヤが落下し損傷したため、相手方に損害が生じ

たものである。



４月２１日 庁議提出案件 資料No.５
●内 容 【 2.報告事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

教育部長 氏名 長谷川 晋一 （TEL）20-7080

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について

【 目 的 】

太田市立強戸小学校の校庭の倒木に関する事故に関し、損害賠償の額を定め、和解すること

について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分し

たことを報告するものです。

【 概 要 】

１ 損害賠償の概要

２ 本件に関し、市と相手方との間には、上記に記載のほか、一切の債権債務関係が無いこと

を相互に確認しました。

３ 損害賠償金の支払い

損害保険ジャパン株式会社の全国市長会学校災害賠償補償保険にて対応します。

４ その他

地方自治法第１８０条第２項の規定により、令和８年５月委員会協議会あてに報告します。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 教育部 学校施設管理課 財務係 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 20-7081

専決処分日
損害賠償額

（損害額）

過失

割合
事故概要

１ 令和８年３月２７日

165,000円

（165,000円）
10割

令和８年１月１１日、太田市立強戸

小学校の校庭の南東にある通用門の

西側の樹木が、強風により幹の高さ

約６メートルの部分から南東側に折

れた際、当該通用門の斜向かいの空

き地を囲っていたフェンスを損傷

し、当該フェンスの所有者である相

手方に損害を与えたものです。



４月２１日 庁議提出案件 資料No.１
●内 容 【 3.連絡事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 1.庁議後 】

おおた未来戦略部長 氏名 中村 友精 内線 ２２００

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

令和８年度「県選出等国会議員への要望」について

【 目 的 】

群馬県市長会が毎年６月に本県選出等の国会議員へ提出する「要望事項」について、本市

からの要望を報告するものです。

【 概 要 】

１ 太田市の要望

（１）要望件数 １０件

（２）要望事項 裏面のとおり

２ 今後の予定

令和８年６月１０日（水）に開催予定の「本県選出等の国会議員との朝食会」の際に提出。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 おおた未来戦略部 企画政策課 企画政策係 内線２２９３ 47-1892



４月２１日 庁議提出案件 資料No.２
●内 容 【 3.連絡事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 1.庁議後 】

総務部長 氏名 富田 智幸 内線（TEL）2300

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

「災害時におけるキッチンカーによる炊き出し等の実施に関する協定」締結について

【 目 的 】

災害時の避難所における迅速な炊き出し支援等を通じた避難者のストレス緩和や避難生活

の質の向上を図るため。

【 概 要 】

１ 協定締結日 令和８年３月２３日（月）

２ 協定内容 市内において災害やその他大規模な事故が発生し、又は発生するおそれ

がある場合に炊き出し等の支援を実施する。

３ 協定締結先 ＮＰＯ法人新田フードサポート

理事長 星野 茂

４ その他 ＮＰＯ法人新田フードサポートと太田工業高校が共同製作した、日本最大

級の災害対応キッチンカー。高校生が支援車両の製作に携わるという全国

的にも例の少ない教育連携プロジェクトであり、災害時の被災地支援だけ

ではなく、平時には防災イベント等にも参加してもらう。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 総務部 危機管理室 危機管理係 内線3451 47-1916 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ



 

　 ４月　２１日　庁議提出案件　　　　　　　　　　　　資料No.３　　 

●内　容　【　3.連絡事項　】 
○公　開　【　1.可　】 
○公開時期【　1.庁議後　】 

　　　　　　　　　　　　都市政策部長　　氏名　　山本　和幸　　　　　 内線　２８００

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

　　　令和８年度公共下水道の供用開始について 

 

【 目 的 】 

現在、整備を推進している公共下水道について、飯塚町ほか２５地区の各一部の区

域を新たに整備したことから、下水道の供用を開始し、区域内の生活環境の改善

及び公共用水域の水質保全を図るものであります。 

 

【 概 要 】 

　１．供用開始年月日　　　　令和８年５月１日 

 

　２．供用開始区域の概要 

 

３．排除方式　　　　　分流式 

 

【 備 考 】 

＊　問い合わせ先　都市政策部　下水道課　維持係　内線２６７３　４７－１９２１

 
処理区 供用開始区域

面積

（ha）

 
中央第二 

処 理 区

飯塚町・東矢島町・内ケ島町・福沢町・富沢町・牛沢町・

岩瀬川町・下浜田町・東矢島土地区画整理事業の各一部
8.0ha

 
流域西邑楽 

処 理 区

内ケ島町・台之郷町・石原町・東長岡町・龍舞町・ 

下小林町の各一部
3.1ha

 
流域新田 

処 理 区

細谷町・由良町・尾島町・亀岡町・粕川町・尾島東部土地

区画整理事業・新田木崎町・新田金井町・新田反町町・ 

大原町の各一部

7.4ha

 流域佐波 

処 理 区
世良田町の一部 1.6ha

 
合計 20.1ha



月  日 曜日 日            程

４月２０日 月 　会派代表者会議　（午前 9:30）

２１日 火

２２日 水

２３日 木

２４日 金

２５日 土

２６日 日

　　２７日 月

２８日 火

２９日 水 　昭和の日

３０日 木

５月　１日 金

　２日 土

　３日 日 　憲法記念日

　４日 月 　みどりの日

５日 火 　こどもの日

６日 水 　振替休日

７日 木

８日 金 　招集告示

　９日 土

１０日 日

１１日 月

１２日 火

１３日 水

　会派代表者会議　（午前  9:30）

　議会運営委員会　（午前 10:30）

　全 員 協 議 会　（午後  1:30）

１５日 金 　本会議（午前  9:30）

令和８年５月太田市議会臨時会日程表

５／１５（１日間）

１４日 木



月  日 曜日 日            程

５月２８日 木 　会派代表者会議（午前 9:30）

２９日 金 　　　　　　　　　　　　　　　　　＊一般質問通告受付開始

３０日 土

３１日 日

６月　１日 月

２日 火 　　　　　　　　　　　　　　　　　＊一般質問通告締切（午後 3:00）

３日 水

　　４日 木

５日 金 　招集告示

６日 土

　　７日 日

８日 月 　議会運営委員会（午前 9:30）全員協議会（午前11:00）

９日 火

　　１０日 水

１１日 木

１２日 金
　議場演奏        （午前  9:20）
　本会議〔第１日〕（午前 10:00）一般質問

１３日 土

１４日 日

１５日 月 　本会議〔第２日〕（午前 9:30）一般質問

１６日 火 　本会議〔第３日〕（午前 9:30）一般質問、議案説明

１７日 水 　議案検討日　　　　　　　　　　＊発言通告締切（午後 5:00）

１８日 木 　事務整理日

１９日 金 　本会議〔第４日〕（午前 9:30）議案に対する質疑、委員会付託等

２０日 土

２１日 日

２２日 月 　事務整理日

２３日 火 　事務整理日

２４日 水
　総務企画委員会（議会第１会議室）（午前 9:30）
　市民文教委員会（議会第２会議室）（午前 9:30）

２５日 木
　健康福祉委員会（議会第１会議室）（午前 9:30）
　都市産業委員会（議会第２会議室）（午前 9:30）

２６日 金 　事務整理日　　　　　　　　　＊発言通告締切（午後 5:00）

２７日 土

２８日 日

２９日 月 　事務整理日　　※議会運営委員会（午前 9:30　必要に応じ開催）

３０日 火 　本会議〔第５日〕（午前 9:30) 委員長報告、追加議案等

令和８年６月太田市議会定例会日程表
６／１２～６／３０（１９日間）


